
埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、利用者宅等へ訪問し別表１に記載する介護保険サービスを行う事業者（以下「事

業者」という。）が、利用者等からの暴力行為等に対応するため、複数訪問について介護報酬

の加算等がない介護保険サービスを提供する場合や、複数訪問について利用者等の同意を得ら

れず介護報酬の加算等が適用できない場合に、複数訪問を行う事業者に対し、予算の範囲内に

おいて補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和40年埼玉県規則

第15号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」とい

う。）において使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(１) 暴力行為等 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等をいう。  

(２) 訪問者 利用者宅を訪問し、介護保険サービスの提供を行う者をいう。  

(３) 同行者 訪問者とともに利用者宅等を訪問する者であって、利用者等の暴力行為等に対応

することにより訪問者の安全を確保することを主たる目的として同行する者をいう。なお、

訪問者と同一の業務又は他のサービスの提供等を主たる目的として同行する者は含まない。

ただし、同行者が別表２に掲げる資格等に該当しない場合、ハラスメント対策を含む最低

限の介護知識を得るための研修を受講している者に限る。  

(４) 複数訪問 訪問者が介護保険サービスを提供するにあたり、利用者等の暴力行為等に対応

するため、同行者とともに複数名で利用者宅を訪問することをいう。  

(５) 利用者 介護保険サービスについて利用契約を締結した者等をいう。  

(６) 利用者等 利用者又はその家族及び同居人をいう。 

(７) 介護報酬の加算等 次のアからエまでのいずれかに掲げる規定により、介護保険サービ

ス費用に係る単位数を算定又は加算することをいう。 

ア 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）

別表第１項の訪問介護費の注８ 

イ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表第３項の訪問看護費の注６ 

ウ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示

第127号）別表第２項の介護予防訪問看護費の注５ 

エ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告

示第126号）別表第４項の随時訪問サービス費（Ⅱ） 

 

（補助対象者） 

第３条 この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる者は、県内に所

在する別表１のサービスを行う事業所を設置している法人であって、次条に規定する補助対象

事業を行う者とする。ただし、市町村が自ら実施する場合を除く。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の対象とならない。 

（１）役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又は受入事業者の代

表者をいう。以下この項において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法



律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に定める暴力団員（ 以下「暴力団員」という。）

であると認められるとき。 

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に定める暴力団を

いう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

（３）役員等が自己、若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

（４）役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

（５）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、複数訪問を行うための

事業であって、次に掲げる要件のうち(１)(２）及び(３)のすべての要件を満たし、かつ、(４)

又は(５)のいずれかに該当するものとする。 

(１) 利用者等による暴力行為等から訪問者等の安全を確保するため、複数訪問が必要である

と知事が認めること。 

(２) 同行者は国又は地方公共団体の職員ではないこと。 

(３) 訪問先が有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅に該当しないこと。 

(４) 複数訪問について介護報酬の加算等があるサービスの場合、介護報酬の加算等の適用に

ついて利用者等の同意が得られない又は得られる見込みがないこと。 

(５) 複数訪問について介護報酬の加算等がないサービスであること。 

２ 補助対象事業は第９条に規定する交付決定を受けた後に実施するものとする。ただし、緊急

性等を勘案し、知事が認める場合は、この限りではない。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、補助対象事業に係る経費であって、国、他の地方公共団体等

から類似の補助金等の交付を受けていないものに限る。 

 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、別表３第１欄に定めるサービス種類に応じて、第２欄に定める補助基準

額に訪問回数を乗じて得た額とする。 

 

（補助対象時期） 

第７条 補助金の交付決定の時期にかかわらず、交付申請のあった日からその属する年度の３月

31日までとする。ただし、補助対象者は事業期間を必要最小限とするよう努めるとともに、そ

の期間内で問題解決に向けた検討を進めることとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、様式第１号による交付

申請書に事業計画書を添えて、提出しなければならない。なお、申請は、法人単位で行うもの

とする。  

２ 規則第４条第２項に掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

 



（補助金の交付決定） 

第９条 知事は、申請者から前条の交付申請書の提出を受けたときは、これを審査の上、補助金

の交付の可否を決定し、その結果を様式第２号による交付決定通知書により、当該申請者に通

知するものとする。 

２ 知事は、補助金を交付しないことを決定した場合には、様式第３号により通知するものと

する。 

 

（補助金の交付条件）  

第 10 条 前条の補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  

(１) 事業を変更、中止、又は廃止する場合は、知事の承認を受けなければならない。  

(２) この補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならない。 

(３) この補助金を補助対象経費以外に使用してはならない。  

(４) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けてはならない。  

(５) 補助事業者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項について補助金の交付申請前に

確認しなければならず、申請書の提出をもってこれに同意したものとする。  

  

（補助事業の変更等）  

第 11 条 申請者は、補助対象事業の内容の変更、中止又は廃止をしようとするときは、あらかじ

め様式第４号により知事に申請し、その承認を受けなければならない。  

２ 知事は、前項の承認をする場合は、必要に応じ、交付決定の内容を変更し、又は条件を付す

ることができる。 

 

（実績報告） 

第12条 前条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、当該補助金の交付決定に係る補助対象事業が完了したときは、当該対象事業が完了した日

の翌日から起算して１か月以内又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに様式第５号

による実績報告書に次に掲げる書類を添えて、提出しなければならない。 

(１) 事業実績内訳書 

(２) 複数訪問を行った日並びに訪問者及び同行者の記録 

(３) その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第13条 知事は、交付決定者から前条の実績報告書の提出を受けたときは、これを審査の上、交

付決定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、様式第６号による

補助金確定通知書により、速やかに交付決定者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求等） 

第14条 交付決定者は、前条の規定により交付すべき補助金の額が確定したときは、速やかに請

求書を提出しなければならない。 

２ 前項の請求があったときは、知事は速やかに補助金を当該交付決定者に支払うものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第15条 知事は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 



(２) 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(３) その他知事が適当でないと認めたとき。 

２ 知事は、前項の規定により交付の決定の取消しを行った場合において、当該取消しに係る補

助金が既に交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

 

（その他）  

第16条 この交付要綱に定める補助対象事業については、第１条第２項の規定にかかわらず、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）及び厚生労働省所管補助金等交付

規則（平成12年厚生省・労働省令第６号）の適用がある。 

 

（補則） 

第17条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、制定の日から施行し、令和４年１１月１日以降に行われた補助対象事業に係る補

助金の交付について適用する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和８年７月３１日から施行し、令和８年７月３日以降に行われた補助対象事業

に係る補助金の交付について適用する。 



 

別表１（第１条関係）  

１ 訪問介護 

２ 訪問看護(介護予防を含む。) 

３ 訪問リハビリテーション(介護予防を含む。) 

４ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

５ 夜間対応型訪問介護（随時訪問型サービス費（Ⅱ）を算定している場合を除く。） 

６ 小規模多機能型居宅介護(介護予防を含む。) 

７ 看護小規模多機能型居宅介護 

８ 居宅療養管理指導(介護予防を含む。) 

９ 福祉用具貸与(介護予防を含む。) 

 

 

 

別表２（第２条関係） 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あ

んまマッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士、管理栄養士、精神保

健福祉士、介護員養成研修等の修了者、福祉用具専門相談員、福祉の専門性を有する者

と認められる者 

 

 

 

 

 

 



 

別表３（第６条関係） 

第１ サービス種類 

  第２ 補助基準額 

サービス 

提供時間 

別表２に 

該当する者 

別表２に 

該当しない者 

１ 訪問介護 

４ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

（訪問介護サービスを行っている場合。） 

６ 小規模多機能型居宅介護 

(介護予防を含む。) 

７ 看護小規模多機能型居宅介護 

（訪問介護サービスを行っている場合。） 

20 分未満 1,630 円／回 1,340 円／回 

20 分以上 

30 分未満 
2,440 円／回 2,010 円／回 

30 分以上 3,870 円／回 3,170 円／回 

２ （介護予防）訪問看護 

４ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

（訪問看護サービスを行っている場合。） 

７ 看護小規模多機能型居宅介護 

（訪問看護サービスを行っている場合。） 

30 分未満 2,540 円／回 2,010 円／回 

30 分以上 4,020 円／回 3,170 円／回 

３ 訪問リハビリテーション(介護予防を含む。) 3,080 円／回 2,010 円／回 

５ 夜間対応型訪問介護 5,670 円／回 3,170 円／回 

８ 居宅療養管理指導(介護予防を含む。) 5,180 円／回 3,170 円／回 

９ 福祉用具貸与(介護予防を含む。) 2,540 円／回 2,010 円／回 

 



様式第５号

年 月 日

住所 （法人本部所在地）

法人名

代表者職・氏名　　　　　　　　　

１　事業実績額 金 円

２　事業の着手年月日

３　事業の完了年月日

４　添付書類 (1)　別紙１　事業実績内訳書
(2)　別紙２　複数訪問を行った日並びに訪問者及び同行者の記録
(3)　その他知事が必要と認める書類

年　　月　　日

年　　月　　日

記

（宛先）埼玉県知事

　年　月　日付高福第　　号で交付決定のあった標記の補助事業について、事業が完了しました
ので、埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金交付要綱第１２条の規定により、下
記のとおり報告します。

 

令和　年度　埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金実績報告書



様式第１号（別紙）

１　補助必要額

（単位：円）

（注）１　Ａ欄には内訳の（ｳ）の合計額を記載する。

２　事業計画内訳 （単位：円）

No 事業所名 サービス種類 被保険者番号 被保険者氏名 複数訪問が必要な理由 訪問者氏名 同行者氏名 同行者所属 同行者職種
同行者職種の

別表２該当の有無
補助基準単価

（ｱ）
訪問予定回数

（ｲ）
補助金額（ｳ）

(ｱ)×(ｲ)
備考

（訪問予定日時等）

例 ●●訪問介護 訪問介護 0000000000 ○○ ○○
これまでのサービス提供の中で、利用者が訪問介護員に、度々
暴言や身体的な暴力を行う傾向があり、定期的な複数訪問に
よって安全確保を図る必要があるため。

△△　△△ ×× ×× ●●訪問介護 訪問介護員 有 2,440 2 4,880 令和8年9月1日、10月6日

1

2

3

4

5

合計

補助金額　Ａ

事　業　計　画　書



様式第２号 
 
 

 令和 年度 埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金 
交付決定通知書 

 
 

文 書 番 号 
令和  年  月  日 

 
             様 
 
 

埼玉県知事 大野 元裕（公印省略） 
 
 標記の補助金については、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年

埼玉県規則第１５号）第７条の規定により、下記のとおり交付を決定します。 
 

記 
 

 １ 交付決定額              円 
 
 ２ 支払方法   精算払 
 
 ３ 交付決定の条件 
 （１）この補助金は、埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金 
   交付要綱に基づき交付するものであること。 
 
 （２）この補助金は、補助金等の交付手続等に関する規則の適用があること。 



様式第３号 
 
 

 令和 年度 埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金 
不交付決定通知書 

 
文 書 番 号 
令和  年  月  日 

 
             様 
 
 

埼玉県知事 大野 元裕（公印省略） 
 
 令和  年  月  日付けで申請のあった令和 年度 埼玉県訪問系介護

事業所における複数訪問費用補助金については、下記のとおり交付しないこと

と決定したので、通知します。 
 

記 
 

 不交付の理由 
 



様式第４号 
 
 

 令和 年度 埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金 
変更（中止・廃止）承認申請書 

 
令和  年  月  日 

 
（宛先） 
 埼 玉 県 知 事 
 
 
              法人の所在地 
              法人名 
              代表者氏名  
 
 令和 年 月 日付け高福第   号で補助金の交付決定の通知を受けた埼

玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金について、下記のとおり変

更（中止・廃止）の承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 
 

記 
 
１ 変更（中止・廃止）の内容 
   
２ 変更（中止・廃止）する理由 
   
３ 変更（中止・廃止）後の補助金交付申請額   金     円 
 
 
 
 
 

        事務担当者： 
         氏     名             
         電 話 番 号             
         メールアドレス             



様式第５号

年 月 日

住所 （法人本部所在地）

法人名

代表者職・氏名　　　　　　　　　

１　事業実績額 金 円

記

（宛先）埼玉県知事

　年　月　日付高福第　　号で交付決定のあった標記の補助事業について、事業が完了しました
ので、埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金交付要綱第１２条の規定により、下
記のとおり報告します。

 

令和　年度　埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金実績報告書

２　事業の着手年月日

３　事業の完了年月日

４　添付書類 (1)　別紙１　事業実績内訳書
(2)　別紙２　複数訪問を行った日並びに訪問者及び同行者の記録
(3)　その他知事が必要と認める書類

年　　月　　日

年　　月　　日



様式第５号（別紙１）

１　実績額

（単位：円）

（注）１　Ａ欄には内訳の（ｳ）の合計額を記載する。

２　内訳書 （単位：円）

No 事業所名 サービス種類 被保険者番号 訪問者氏名 補助基準額（ｱ） 訪問回数（ｲ）
補助金所要額 （ｳ）

（(ｱ)×(ｲ)）

例 ●●訪問介護 訪問介護 0000000000 ○○　○○ 2,440 2 4,880

1

2

3

4

5

計

事　業　実　績　内　訳　書

補助金額　Ａ



様式第５号（別紙２）

被保険者氏名

番号 訪問日 訪問者・氏名 同行者・氏名 同行者所属 同行者職種
同行者が同一事業内に

所属する者か否か
事業所外同行者への

支払の有無

例 7月3日 △△　△△ ××　×× ●●訪問介護 訪問介護員 ○

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

複数訪問を行った日並びに訪問者及び同行者の記録

被保険者番号

サービス種類



様式第６号 
 
 

 令和 年度 埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金 
確定通知書 

 
 

文 書 番 号 
令和  年  月  日 

 
             様 
 
 

埼玉県知事 大野 元裕（公印省略） 
 
 標記の補助金については、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年

埼玉県規則第１５号）第１４条の規定により、下記のとおり確定します。 
 

記 
 

 １ 交付決定額              円 
 
 ２ 交付確定額              円 
 
 ３ 差引過不足額             円 
 
 ４ 支 払 方 法  精算払 
 
 ５ 交付確定の条件 
 （１）この補助金は、埼玉県訪問系介護事業所における複数訪問費用補助金 
    交付要綱に基づき交付するものであること。 
 
 （２）この補助金は、補助金等の交付手続等に関する規則の適用があること。 


